
1．新興国市場開拓における課題

（1）新興国中間層市場への対応
　昨年の秋以降の欧米をはじめとした先進国
市場の冷え込みの中で、新興国市場の存在に
改めて注目が集まっている。日本企業に対し
ても、以前から成長の見込める BRICs など
新興国市場への取り組みの重要性が指摘され
てきた。日本企業にとって、先進国市場から
新興国市場への軸足の転換が、リーマン・
ショックで加速されたと言えよう。欧米では、
新興国市場の最下層、つまり BOP（Base of 
Pyramid）をターゲットとして先進国企業が
どのような戦略をとるべきかといった議論も
ある。たとえば、London and Hart （2004）は、
欧米企業 24 社の事例研究をベースにして、
BOP 市場で成功するには、提携する現地の
パートナー企業を見直した上で、既存の製品
サービスを流用せずに新たに顧客ソリュー

ションを開発することが重要であると指摘し
ている。
　このような BOP 市場攻略についての研究
成果は、先進国企業が新興国市場を開拓する
ための戦略を考える上で示唆深い。ただし、
日本の製造業が家電や自動車などの耐久消費
財を売ろうと考えた場合にターゲットになる
のは、BOP と言われるよりも上位である中
間層市場であろう。経済産業省「2009 年版
ものづくり白書」によると、BRICs の中間
層市場は、2002 年の 2.5 億人から 2007 年に
は 6.3 億人（中国 2.7 億人、インド 1.4 億人、
ロシア 1 億人、ブラジル 1.2 億人）に増加し
ているという。このように急成長する新興国
中間層市場に日本企業が入り込もうとしたと
き、どのような問題に直面しているだろうか。
図表 1 は、日本企業の発展プロセスを市場と
の関係でまとめたものである。戦後、日本の
製造業は、まず日本市場をベースにしてもの
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づくりを展開した。その後、アメリカなど先
進国市場に輸出を開始した。そのとき、多く
の日本企業が直面した問題は、品質が低くて
欧米の下層市場でしか競争できなかった。た
とえば、ホンダがアメリカで最初に販売した
大型オートバイはリコールで回収しなければ
ならなかった。自動車各社も、中古車購買層
など下位市場から浸透していった。コピー機
も、小型低速機から進出した。その後、日本
企業各社は、コストを上げないようにして品
質の向上につとめ、徐々に欧米の上位市場へ
の製品を移行していったのは周知の通りであ
る。つまり、日本企業のこれまでの発展は、
コスト上昇を最小限に抑えながら製品市場で
上方へと移行するプロセスをたどってきた。
　しかし、現在の新興国市場の開拓で直面し
ているのは、現在よりも下位の市場に対応し
なければならない状況である。日本企業に
とって、はじめて下位市場への戦略を本格的
に迫られているといえる。中国など新興国市
場、とりわけ中間層市場において、しばしば
指摘される問題は次の 3 つのようなものであ
る。第一に、過剰品質で価格が高すぎる、第
二に、いくら良い製品を作っていてもその製
品の良さが理解されない、第三に、そもそも
製品の仕様が現地のニーズからずれている。
どのようにして、このような問題を克服する

かが日本企業の課題になっている。

（2）製造業の競争力
　新興国市場でなかなかうまくいかない日本
企業の製品を見ていると、必ずしもその製品
自体が悪いからだとは思えない例が多い。日
本企業の技術力やものづくり能力は依然とし
て高い。日本企業の成果が低いのは、技術力
やものづくり能力を活かしたビジネスモデル
や、ものづくりの価値を販売やマーケティン
グを通じて、顧客の価値に転換していく活動
が不足していることにあると思われる。
　図表 2 は、製造業の収益力を決める要因を

「表の競争力」「裏の競争力」「ものづくり組
織能力」の 3 階層で捉えようという枠組みで
ある。企業の収益力が高いのは、第一義的に
は顧客の目に見える価格、性能、納期、ブラ
ンド等によるものである。これらの市場で目
に見えるものを我々は「表の競争力」と呼ぶ。
しかし、その背後にある工場や企業内にあり
顧客の目には見えない「裏の競争力」が、顧
客の目に見える「表の競争力」に影響を与え
ている。「裏の競争力」とは、生産性、コスト、
リードタイム等である。顧客が製品やサービ
スの価値を判断するときに、裏の競争力の指
標は直接的には関係ない。しかし、企業にとっ
ては、表の競争力指標をあげるために欠かせ
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図表 1．日本企業の発展プロセス
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ないのが、裏の競争力である。コストが低い
から競争相手より低い価格付けが可能になっ
たり、生産リードタイムが短かいから顧客満
足度を高めることができたり、開発リードタ
イムが短いから、顧客のニーズにあった製品
をタイムリーに市場に出すことができたりす
る。さらに、裏の競争力の背後には「組織能
力」がある。同じ産業の中で、なぜ特定の企
業（たとえばトヨタ）が、他社よりも高い生
産性を維持できるのか、コスト改善を継続で
きるのか、新しい環境への適応が早いのか、
といった疑問に答えるのが組織能力の存在で
ある。
　高い組織能力が高い裏の競争力を生み出
し、それが高い表の競争力につながり、結果
として顧客に支持されて高い収益につながる
というのが、図表 2 で考える競争力構築と維
持の道筋である。自動車産業など、多くの日
本の製造業ではこの道筋が共有されてきたと
思われる。
　しかし、企業が保有している優れた技術力
やものづくり能力が、市場での競争力につな
がっていないことがあり、そのような企業で
は、現場の競争力が表の競争力や収益力に直
結するわけではない。必ずしも裏の競争力や
現場力が比較的高いとは言えない企業が世界

市場で高いシェアを獲得し、あるいはその逆
に、高い現場力を持ちながら世界市場で競争
力を持ち得ない企業が存在する。いくら「裏
の競争力」やその背後にある「組織能力」が
高くても、それから生み出される「表の競争
力」がターゲットとする市場にとって魅力的
になっていなければ成果にはつながらない。
市場にとって魅力的な表の競争力は何かを特
定し、それを顧客に訴求していくのが、販売
マーケティング活動である。いわば、裏の競
争力から左は設計・生産の現場の領域、表の
競争力から右は販売部門の領域である。本来、
これらが一貫した流れとして一気通貫で流れ
ていることが望ましいが、設計、生産、販売
といった部門の壁で流れが遮断されてしまう
ことが起きる。そうすると、高い組織能力が
成果に結びつかなくなる。設計が日本、生産
がタイ、販売がインドといったように、地理
的に分散してしまうとますます部門間の連携
がとれなくなることが多い。新興国市場に取
り組む日本企業の多くは、開発設計は日本に
残していることが多く、それが現地の販売現
場と離れていることが大きな問題になってい
る。
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図表 2．製造業の収益力について階層的理解

出所）藤本隆宏ほか『ものづくり経営学』光文社新書、図 1-1-2、26 頁
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（3）イノベーターのジレンマ
　実は、このような日本企業が抱えている問
題は、ハーバード大学のクリステンセン教授
が指摘した「イノベーターのジレンマ」と同
類の問題として理解することができる。彼は
Christensen（1997）で、「なぜ優れたリーダー
企 業 が イ ノ ベ ー シ ョ ン に 失 敗 す る の
か？　リーダー企業が失敗するイノベーショ
ンはどのような特徴をもっているのか？」と
いう疑問の解明に取り組んだ。それまでのイ
ノベーション研究では、技術的な新奇性や非
連続性がリーダー企業失敗の原因であると言
われてきた。しかし、クリステンセンは「市
場」という視点からその失敗を説明した。
　彼の議論は、急速に進化してきたハード
ディスクドライブ（HDD）産業の調査をベー
スにしている。クリステンセンの結論を端的
に言うと、「リーダー企業が失敗するのは、
従来の大手顧客の要望だけに効率的に応えら
れるようになり、新規顧客の要望を見逃して
しまうからである」という主張である。リー
ダー企業にとって、従来の顧客により適合す
ることがこれまでの成功要因であるととも
に、それが同時に新しい顧客に適合できない
失敗要因になっているという点が、「イノベー
ターのジレンマ」と呼ぶ所以である。
　例えば 1970 年代、HDD はメインフレーム

（汎用大型コンピュータ）での使用が主流だっ
た。メインフレームの顧客が HDD に求める
要望は「記録容量」や「処理速度」、「信頼性」
であった。そのため HDD のリーダー企業は、
競争力を高めるために、容量や処理速度、そ
して信頼性をあげるための技術、製品、生産
現場に精力的に投資して成功してきた。しか
し、その後ディスクサイズの小さな小型の
HDD が登場した。ディスクサイズが小さく
なると、当然、記録容量も小さくなるので、
既存の大手顧客であるメインフレーム・メー
カーは見向きもしない。小型 HDD はメイン
フレームに比べたら圧倒的な下位市場にあた
るパソコン市場でまず浸透していった。パソ
コンメーカーから要求される HDD の性能
は、メインフレームとは異なった。「小型」

や「低価格」、またノート PC の場合には「省
電力」といった要素が重要であった。
　新規に参入した小型 HDD メーカーは、こ
うした新しい要望を満たすべく製品開発とイ
ノベーションに邁進した。しかし、メインフ
レーム・メーカーが主要顧客であった既存の
リーダー企業は、その種のイノベーションに
資源をさかなかった。小型にすることの価値、
耐久性を落としてまで安くすることの価値を
見いだせなかったのである。
　日本の製造業も、新興国市場を眼前にして
同様のイノベーターのジレンマに直面してい
るのではないだろうか。図表 1 のように、こ
れまで先進国市場で成功してきた日本企業
は、高品質、高信頼性を実現するために裏の
競争力を高めきた。そうして、長い時間をか
けて、先進国市場で、その企業のブランドに
対する信頼感やブランド価値を高めてきた。
これは決して一朝一夕に達成できるものでは
なく、その企業にとって極めて重要な資産で
ある。しかし、先進国市場とは異なる要求を
持つ新興国市場を前にして、その見直しを迫
られているのである。

2．「過剰品質」の分析フレームワーク

　中国企業の製品は、価格が安いが品質にま
だまだ多くの問題を抱えているケースが多
い。しかし、その中国市場で日本製品に対し
ては、品質は高いかもしれないが、価格が高
すぎるという中国製品とは対照的な評価と、
逆の問題を指摘されることがよくある。それ
は新興国市場における日本製品に共通した問
題であり、しばしば「過剰品質」の問題とし
て指摘される。つまり、日本製品は現地市場
で求められる品質レベルよりも高すぎる品質
を提供しており、それが高価格の原因となっ
ているという問題である。
　例えば、記録用光ディスクである CD-R 市
場で、その典型例が見られる。CD-R 市場は
1990 年代に入ってから立ち上がった。この
ディスクの規格を提唱したのはソニーで、
ディスクの基礎材料（色素）を開発して製造
方法を確立したのは太陽誘電であった。市場
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草創期は日本企業がほぼ 100％のシェアを
持っていたが、市場は音楽用 CD のマスター
CD 作成用など特殊用途のニッチ市場に限ら
れていた。その市場規模は限定的だったが、
高価格を維持できた。日本企業の独壇場であ
り、参入企業は 20 数社にのぼった。その後、
1997 年頃からパソコンに CD-R ドライブが
搭載されるようになることで、市場は一気に
急拡大した。世界の生産量は急増し、いまや
年間 100 億枚以上の CD-R ディスクが生産販
売されるようになった。磁気テープやフロッ
ピー・ディスクといった過去の記録メディア
と比べて、圧倒的に大規模な市場を形成した
のが CD-R である。
　しかし、その成長期において、日本企業の
生産量はほとんど伸びず、代わってその成長
を牽引したのは台湾企業であった。また、
2001 年以降はインドの生産も伸びてきた。
価格の推移を見てみると、台湾企業が CD-R
市場に参入した 1997 年以降、1 年に 1/3 位
に価格が急激に下落していった。そのような
急速な価格下落で、赤字に転落した多くの日
本企業は、事業の抜本的な見直しを迫られ、
多くの日本企業が生産からは撤退していっ
た。ブランド力をもたない日本企業は事業か
ら撤退し、TDK、日立マクセル、三菱化学バー
ベンタムといった強いブランドをもつ日本企
業は、生産を台湾企業からの OEM 調達に切
り替えていった。
　生産を伸ばした台湾企業は自社ブランドで
はあまり強くなく、多くが先進国企業への
OEM 供給になっている。台湾企業は日本企
業向けに OEM でディスクを供給している
が、ディスク生産のための基礎材料（色素、
ポリカーボネイトなど）、製造設備（成形機
など）、製造レシピを自ら開発する能力はな
かった。そこで、調達元の日本企業がそれら
を調達先の台湾企業に色素やレシピを有料で
提供し、品質管理も徹底して監査している。
台湾企業は日本企業の指導を受けながら、
CD-R を作っているのである。
　その台湾企業は日本企業だけでなく、
IMATION など欧米系企業にも供給してい

る。しかし、欧米企業で光ディスクの研究開
発を手がけているところはほとんどないの
で、台湾企業からの ODM 調達になる。つま
り、日本企業のように材料やレシピを指定す
るのではなく、台湾企業から提案された試作
品を評価して、価格交渉をして購買するだけ
である。つまり、台湾企業にとって、日本企
業の厳しい品質管理のもとにある日本企業向
け供給と、自社の判断で生産販売している自
社ブランド販売と、欧米向け ODM 供給の 2
つのビジネスがある。
　台湾の大手ディスク企業のエンジニアに対
するヒアリング調査によると、前者の日本企
業向け OEM では日本企業から指定された材
料、レシピ、品質管理項目を 100％遵守して
製造するが、後者の欧米向け ODM では品質
管理のレベルを落としている。おおざっぱな
感覚であるが、日本向け品質管理項目が 100
だとすると、自社ブランドや欧米向け ODM
商品は、約 20～30 のレベルであるという。
具体的には、使用する色素の量を節約したり、
スタンパーの使用回数を増やしたりしている
らしい。そうやって品質レベルを犠牲にする
ことで低価格にしているという。
　彼らに言わせれば、日本向けの製品は過剰
品質である。品質と価格は一般的に右上がり
の関係にあり、日本向けの製品は品質は良い
が、価格も高くならざるをえない。彼らが言
うには、世界の一般的な客はこんなに高い品
質を求めておらず、品質を多少犠牲にしても、
価格を安くする方が喜ばれるとのことであ
る。一方、技術力のない台湾の中小企業や中
国企業の製品は、品質が低すぎて粗悪品であ
る。過剰品質の日本製品も、過小品質の中国
製品も特殊な小さな市場しか獲得できず、中
レベルの品質・価格の製品が「適正品質」で、
最も大きな売上げを実現できる。これが台湾
企業の品質に対する考え方である。
　このような考え方は、品質と価格に対する
合理的な捉え方であろう。しかし、適正品質
のレベルは一義的には決まらない。どの品
質・価格レベルを支持するかは市場によって
異なる。CD-R でも日本市場では未だに日本
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ブランドの製品、いわゆる過剰品質といわれ
た製品が売れている。これは日本市場におい
ては高品質・高価格の製品が適正品質である
ということを意味している。海外で高いシェ
アを誇っているサムスン電子の製品が、日本
ではいっこうに売れない理由の 1 つには、こ
のような日本市場の特性が影響していると考
えられる。
　同じ製品であっても、市場によって売れ筋
が変わってくるのは、各市場での選好の分布
が異なるからである。同じ製品であっても、
選好が価格重視の消費者と品質・機能重視の
消費者がいる。価格重視の消費者は品質・機
能より価格を重視するので、台湾企業が出す
ような製品を選択する。逆に、品質・機能重
視の消費者は日本企業の製品を選択する。日
本市場では後者の消費者の比率が高いので、
日本製品が売れ筋になり、中国市場ではその
比率が小さいので、台湾製品が売れ筋になる。
同様に、同じ液晶パネルでも、機能重視の大
型テレビ市場では日本製品が、価格重視のパ
ソコン市場では台湾製品が売れ筋になる。こ
のように、同種類の製品であっても、国や地
域、あるいは市場セグメントによって、売れ
筋製品のあり方は異なってくる。ここでは売
れ筋製品の品質―価格の組み合わせを、「適
正品質」と呼ぶ。
　このような考え方を図示したのが図表 3 で
ある。次節以降では、このようなフレームワー
クを使って、日本企業が新興国市場を開拓す

るために必要な製品戦略について提言してい
きたい。

3．�新興国市場開拓に必要な3つの
製品戦略

（1）品質を見切った低価格製品の投入
①トップダウンの戦略転換
　ベトナムのオートバイ市場における中国製
品の流入　まず、ベトナムのオートバイ市場
を例にみよう（図表 4）。ベトナムではオー
トバイが庶民の足になっており、ハノイや
ホーチミンといった都市に行くと、道路が
オートバイであふれかえっている。1990 年
代末頃は年間ほぼ 50 万台の市場だったが、
2000 年から一気に 200 万台レベルに市場規
模が拡大し、2003 年には再び 100 万台レベ
ルに落ち込んだ。この市場の急激な変化もた
らした原因は、中国製のオートバイにある。
　中国のオートバイ市場では、ホンダのコ
ピーモデルから発展した中国企業が市場を席
巻したため、ホンダは 5％足らずのシェアに
甘んじていた。しかし、中国企業も国内の価
格競争で苦しみ、その出口を ASEAN 市場
に向けてきた。まず中国企業のターゲットに
なったのがベトナム市場であった。2000 年
から低価格（低品質）の中国製オートバイが
流入し、さらにベトナム製の中国オートバイ
がベトナム市場で氾濫しだした。中国製オー
トバイのベトナム参入は、巨大な中国市場を
失っていたホンダにとって、ASEAN 市場を

図表 3．適正品質と価格
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も失いかねない大きな脅威であった。
　従来、ホンダは ASEAN 市場では支配的
地位にあり、ベトナム市場でも 20～30％の
シェアを誇っていた。ベトナムを含めて
ASEAN 市場におけるホンダの主力製品は
スーパーカブであった。約 50 年前に本田宗
一郎が設計した長寿製品であるスーパーカブ
は、日本で 20 万円程度の価格であるが、ベ
トナムでも同等の約 2,000 ドルの高価格で販
売されていた。ベトナム人にとってはたいへ
ん高価な製品であった。
　そのベトナム市場に 500～700 ドルの中国
製オートバイが流入してきた。価格が 1/3～
1/4 になれば、今まで 1 台しか買えなかった
家族が 3～4 台買えるようになる。ベトナム
人の所得が急増しなくても、市場規模は一気
に 3～4 倍の 200 万台になった。
　ホンダの低価格製品投入　これに対抗し
て、ホンダは価格を半分にする計画を立てた。
そのために、大幅なコスト削減に取り組んだ。
1,000 ドルのオートバイを企画したのである。
その実現のために、中国製や ASEAN 製の
安い部品の採用を検討し、設計も大幅に見直
していった。しかし、現地部品を採用するま
での苦労は多く、当初は採用できない部品も
多かった。他の製造業と同様に、ホンダでも

社内で設計基準が定められており、その基準
を満たせない部品は採用できない。ホンダ基
準を満たす部品を採用するだけではとても
1,000 ドルに手が届かない。中国製部品の品
質レベルが上がればいいのだが、簡単には上
がらず、それを待っていては市場投入にとて
も間に合わない。そうなると、市場を中国製
品に席巻されてしまう。
　そこで、ホンダはタブー視されていた設計
基準の改訂に手をつけた。設計基準は通常は
上げられることはあっても、下げることは
めったにない。基準を下げることは、安全性
や耐久性を損なうものであり、その会社のブ
ランド価値を毀損してしまう危険性をはらん
でいる。したがって、少しでも良いものを設
計したいという欲求をもっている現場のエン
ジニアが、安全性や耐久性を損なうリスクを
冒すような設計基準を下げることは通常な
い。このような企業全体のブランド価値を左
右する意思決定を行なえるのは、現地法人の
社長ではなく、本社の社長である。設計基準
を徐々に上げていくことは、現場エンジニア
の創意工夫により、ボトムアップで実現でき
る。しかし、逆に設計基準を下げることは、
エンジニアリングとしては難しくないが、高
度な経営問題であるため、トップダウンでし

図表 4．ベトナムオートバイ市場
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か実現しにくいであろう。
　こうしてホンダが 2002 年 1 月に発売した
のが、1,090 ドルの Wave α（アルファ）で
あった。この製品投入によって中国製オート
バイとの価格差は一気に縮まった。また、す
でに市場に氾濫していた中国製オートバイ
が、頻繁に故障を起こしたため、ベトナムの
消費者もその品質に懸念を持つようになって
いた。ベトナム政府もその規制に乗り出した。
その結果、市場投入とともに Wave αはヒッ
トし、2003 年には中国製オートバイの販売
は急落した。
　以上のようなホンダの事例を、前節のフ
レームワークで図示すると、図表 5 のように
なる。通常、日本企業でコスト削減という場
合、品質を下げずにコストを下げようとする。
しかし、それだけではとても大きな価格差を
縮めることができない。そのような場合には、

「設計基準の見直し→低コスト部品の採用→
品質低下と大幅な価格低下」という手順を踏
むことになろう。

② 品質は顧客が決める―サムスン電子の品質
思想

　サムスン電子は品質に関して、いままで述
べてきたような内容を反映させた考え方を
持っている。まず基本的な前提として、「品
質は顧客が決めるものであり、メーカーが勝

手に決めるものではない」という思想がある。
さらに、同じ製品でも、顧客は購入価格によっ
て異なる品質を求めていると理解していると
いう。つまり、同じ製品であっても、所得層
によって求める品質レベルは異なる。これを
国や地域に当てはめた戦略をとっている。
　具体的には基本設計は同じ製品であって
も、販売する市場によって使用する部品を変
えている。すなわち、部品をランク分けし、
高価格を受容する市場向けには高ランク部
品、低価格を好む市場向けには低ランク部品
を採用することで、外見は同じ製品でも異な
るコスト構造にしている。それによって、イ
ンドのような新興国市場には先進国向けと同
じように見えるが、低コスト構造の製品を低
価格で投入することができる体制を整えてい
るという。
　そのようなサムスン電子が品質管理の指標
として活用しているのが、「体感不良率」で
ある。体感不良率とは総販売台数に占めるク
レーム件数の比率である。通常、不良率の分
子はクレーム件数ではなく、不良件数である。
つまり、不良であっても、それが顧客からの
クレームにならなければ、体感不良率は下が
らない。顧客が、「この製品は安いから、こ
のくらい壊れても仕方ない」と納得していれ
ば、体感不良率は下がらず、市場に許容され
ていると判断されるわけである。低価格を志

図表 5．品質を見切った低価格化

 単なるコスト削減で
は半額にはならない。

品質設計基準を見直し、
品質を落としながら、
コスト／価格低下。
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向する市場では、絶対不良率なら 10％であっ
ても、体感不良率は 5％であるというような
ことが起きる。体感不良率を見ることで過剰
品質を避けようというのが、サムスン電子の
考え方である。日本企業は不良ゼロを目指し
てきたが、それでは市場による違いに対応で
きなくなるということを示唆している。

③ 徹底した低価格戦略―中国携帯電話におけ
るノキアの巻き返し

　中国携帯電話市場における近年のノキアの
成功も、新興国市場向けに品質を見切った専
用モデルを開発投入したことの効果が大き
い。中国の携帯電話市場の成長過程で、当初
はノキアやモトローラなど海外企業が圧倒的
なシェアを持っていた。しかし、2000 年頃
から中国ローカル企業のシェアが急激に高ま
り、2003 年には 50％以上のシェアを獲得す
るまでになった。
　その時にノキアは高価格帯にシフトするの
ではなく、低価格帯で徹底的に中国企業と対
峙する戦略をとった。それまで携帯電話端末
は世界商品であり、全世界市場に向けて製品
を開発するのが常識であった。中国などの新
興国市場の低価格帯には、先進国市場の 1 世
代前のモデルが投入されることが多かった。
ノキアはこの常識を覆し、最初から中国、イ
ンドなど新興国市場をターゲットにした低価
格モデルを開発した。液晶は白黒、カメラな
し、対応周波数帯域も限定、キーのカバーは
独立させずに 1 枚のシートといった具合に、
徹底して機能もコストも切り詰めた製品を開
発した。
　この製品によって、海外企業では例外的に
ノキアが中国企業からシェアを取り返した。
中国市場におけるノキアの価格帯別のシェア
を見ると、1,000 元以下の最低価格帯でもっ
とも高いシェア（40％程度）を獲得している。
現在、「Nokia1200」というモデルが中国の
量販店で、全商品中最低価格モデルとして販
売されており、2008 年 8 月の上海で 280 元
であった。中国大手企業の商品よりも安い価
格である。中国の消費者は安さとともに、ノ

キアの信頼性とブランドで商品を選んでいる
ようだ。

（2） 品質差の見える化―新興国での高付加
価値戦略

　前節では低価格品を出す戦略について述べ
たが、もう一方で高品質・高価格の製品戦略
にも目を配る必要があろう。時計の例を見る
と、日本の時計メーカーは 1970 年代のクオー
ツ化の波をリードして、スイスから世界の時
計市場を奪った。さらに、時計のコア部品で
あるムーブメント販売の事業をはじめ、この
分野でも日本企業が世界市場の約 70％を押
さえている。時計ではインテル・インサイド
ならぬ「ジャパン・インサイド」が実現され
ている。
　しかし、お膝元である日本のウォッチ市場
を見ると、2004 年に 4,600 万個で 5,400 億円
の市場で、数量ベースでは 4％にすぎないス
イス製時計が、金額ベースだと 67％にもの
ぼる。日本市場の付加価値はほとんどスイス
製に奪われている。1993 年の価格をそれぞ
れ 100 としていると、2004 年に日本製はわ
ずか 135 にしか達していないのに、スイス製
は 316 に達しており、その差は歴然としてい
る。
　日本のオートバイ市場でも同様の現象が見
られる。世界を制覇した日本のオートバイ産
業だが、日本の大型（750cc 以上）市場で
2000 年以降トップシェアを誇っているのは
ハーレーダビッドソンである。日本のオート
バイ市場が 1982 年をピークに縮小が続くな
か、ハーレーダビッドソン ジャパンは 85 年
以降増収増益を続けている。750cc 以上では
33.2％ で ト ッ プ シ ェ ア（250cc 以 上 で も
18.8％で 2 位）、価格は日本製の 2 倍の 200
万円以上である。ハーレーダビッドソン ジャ
パンでは、モノでなく、コトを売るという考
え方で、各種のイベントを企画し、顧客に提
供する付加価値を高めている。
　このような状況が先進国では高付加価値戦
略、新興国では低価格戦略をとるという二面
作戦の有効性を示しているかというと、必ず
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しもそうではない。新興国市場でも、日本企
業は高付加価値戦略で成功する可能性はあ
る。先進国市場にしろ、新興国市場にしろ、
高付加価値戦略を取って成功するためには、
提供する製品・サービスの価値を顧客に納得
してもらう努力が鍵になる。どのような顧客
層をターゲットにして、そこに対して自社固
有の技術やノウハウに裏打ちされた製品・
サービスを作りだし、その価値をマーケティ
ング活動を通して顧客層に訴求していく。こ
れが差別化戦略の基本パターンである。
　前節では品質 3 倍でも価格が 3 倍だと、過
剰品質になって売れないという指摘をした。
しかし、新興国市場で起きている現象は、す
べてが過剰品質であろうか。よく観察してみ
ると、実はそのような現象だけではないこと
がわかる。現地の消費者は「3 倍」の品質差
を認識できていないことがよくある。実質的
には 3 倍の品質差があっても、消費者はそれ
ほど大きな差とは思わずに、価格差だけをみ
て安い商品を選択していることがある。「3
倍品質で 3 倍価格」ではなく、「1.5 倍品質で
3 倍価格」であると認知している。目に見え
る価格差だけが浮き彫りになり、目に見えな
い品質差は矮小化されてしまうのである（図
表 6）。
　前節であげた CD-R や DVD-R でも、実は
そのような側面がある。ディスクの耐久性

（ディスク寿命：ディスクが読めなくなるま

での時間）を測定してみると、国内ブランド
メディア（台湾製も含む）は、差はあっても
10 年以上の寿命がある。しかし、台湾メー
カーが適正品質であると主張した海外ブラン
ドのメディアは、すべてにエラーが著しく計
測不能であった。これは、もはや寿命が尽き
ているということを意味しており、海外ブラ
ンドは耐久性が著しく低い。しかし、多くの
消費者は、CD-R や DVD-R は規格品なので、
どれも基本的には同じだと思っている。価格
の高い製品は、ブランドの価値が上乗せされ
ているだけと認識している場合も多いだろう。
　しかし、消費者がそのように認識するのも
もっともである。日本企業からこのような
ディスク寿命や、その他の品質差についての
情報が、消費者に向けて積極的に発信される
ことはあまりなかった。最近、日本の業界人
が中心になって、ディスク寿命を推定する測
定方法が ISO の国際標準として定められた

（ISO/IEC10995）。このような国際標準化は、
目に見えない品質差を見える化するための有
効な手段である。特定企業の基準では消費者
に対する説得力に欠けるので、国際標準の活
用が有効である。さらに、これをベースにし
て、マーケティング活動につなげていくこと
が重要であろう。
　省エネの分野でも同様に、国際標準や国家
標準でその差を訴求することが重要である。
中国市場で日本製家電製品は長らく苦戦して

品質・機能

低

高
誤った認識：

「品質格差は小さく、価格
差が大きい。

高価格は単なるブランドプ
レミアム。」

品質の見える化

低 高

 

図表 6．品質差の見える化

62　国際調査室報



きた。しかし、最近では中国でも省エネ基準
が定められ（1～5 つ星）、店頭での表示が義
務づけられるようになった。その結果、2008
年頃から海外製品のシェアが伸びている。エ
アコンでは従来、日本製品はインバータ技術
で省エネを訴求しようとしたが、低価格でノ
ンインバータの中国製品に勝てなかった。こ
の状況が、省エネ基準表示によって、少しず
つ変化しつつある。また、業務用エアコンの
分野では、ダイキンが高いシェアを上げてい
る。ダイキンは上海に「ソリューションセン
ター」というショールームを作り、その高品
質を訴求する努力をしている。
　中国の液晶テレビでも少しずつ状況は変
わっている。2005 年に薄型テレビが普及し
始めた時は、またたく間に中国企業が市場を
席巻したが、2007 年頃から日本製や韓国製
のテレビの逆転が始まっている。原因の 1 つ
は、売れ筋商品の画面サイズが大型化してい
ることである。画面サイズが大きくなると、
比較的小さな画面では目立たなかった画質の
差が目立つようになる。大画面化することで、
品質差が見える化した例である。

（3） メリハリをつけた現地化商品―差別化
軸の転換

　第 3 の戦略はいわゆる現地化商品の開発で
ある。これは差別化軸の転換として言い換え
ることもできる。日本市場、中国市場、イン

ド市場、それぞれの市場でどのような品質・
機能を重視していくかは変わってくる。現地
市場が重視する品質・機能軸を高め、現地市
場がそれほど重視しない品質・機能軸では若
干手を抜く。新興国市場だからといって、す
べての機能要求が日本より低いということは
ない。例えばインドでは自動車泥棒が多いの
で、防犯のためのメカニズムを強化するため
であれば、例えそれが価格増になっても受け
入れられる（朴、2009）。一方、日本の顧客
が要求するきめ細かな仕様については、それ
ほど頓着しない面もある。
　すなわち、現地市場が気にしない軸では品
質レベルを下げてコスト削減し、現地市場が
重視する軸はコストをかけても高めていくと
いうのが差別化軸の転換である（図表 7）。
それほど価格を上げずに現地市場に差別化商
品を投入するには、このような二面戦略が必
要である。現地化商品を開発するためには、
そのようなメリハリのついた商品開発が必要
である。言い換えると、ある軸では前述の第
1 の戦略、別の軸では第 2 の戦略を活用する
ということである。
　先進国市場向けの製品から、新興国市場向
けの製品に転換する時にこのようなことが必
要になる現象は、先に指摘したように、クリ
ステンセンが主張している「イノベーターの
ジレンマ」と同様のものとして捉えることが
できる。従来重視してきた価値軸を軽視する

図表 7．差別化軸の転換による現地化商品開発

高低
日本市場固有の品質・機能

低

高 下げる品質と
上げる品質との
組み合わせ
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一方で、軽視してきた価値軸を重視しなけれ
ばならないのが、イノベーターのジレンマで
ある。
　クリステンセンは顧客層が大きく変わる時
に顧客の求める価値が変わり、従来の顧客と
の価値ネットワークで最も成功してきたリー
ダー企業は、その価値転換に対応できずに失
敗する主張している。従来の主流市場では評
価されない新しい製品技術を「破壊的イノ
ベーション」と呼び、リーダー企業は破壊的
イノベーションで失敗するという。
　例えば、クリステンセンは自著の中で、ド
ライブサイズを小さくする価値を横軸に、容
量を増大させる価値を縦軸に取って図にプ
ロットし、同じハードディスクドライブでも、
ノート PC 市場とメインフレーム市場で重視
する価値が大きく異なっていることを示して
いる。サイズを小さくすることは、ノート
PC 市場では正の付加価値だが、メインフ
レーム市場では負の付加価値になっている。
　最近では、日本企業も新興国市場向けの差
別化商品を開発しようとして、様々な取り組
みが見られるようになった。一例として、パ
ナソニックが 2005 年に上海に設立した中国
生活研究センターがある。その活動内容は、
中国の消費者に対する徹底したフィールド調
査を実施して、その情報に基づいて商品企画
を提案することである。中国にはインター
ネットなどからの情報を加工して提供する調
査会社は数多くあるが、信頼できるフィール
ド調査を実施する調査会社は少ない。イン
ターネット調査などからは、生きた情報は手
に入らない。そこで、フィールド調査を自ら
の組織でしっかりやり、日本にいる製品開発
部門にフィードバックをかけていこうという
のが目的である。日本市場でも、パナソニッ
クが「くらし研究所」、シャープが「生活ソ
フトセンター」など、同様の機能の組織をもっ
ている。
　中国生活研究センターはまだ設立から間も
ないため、彼らの提案が実際の商品として実
現した例はまだ多くない。成功例の 1 つとし
てスリム型冷蔵庫がある。冷蔵庫では従来

60cm 幅が国際的に標準的であったが、それ
を 55cm 幅にした商品である。中国の家庭で
は冷蔵庫を台所に置かずに居間に置いている
例が多い。それについて、「中国人は最新の
冷蔵庫を客に見えるように居間に置いている
のだ」という言説もあった。しかし、よく調
査してみると、中国の一般家庭では台所のド
ア幅が狭く、60 ㎝幅の冷蔵庫を台所に入れ
ることができなかっただけであった。このサ
イズ変更を実行しただけで、売上げは 10 倍
にもなったという。
　実は台所のドアが狭くて冷蔵庫が入らない
という認識は、中国人にとっては当たり前か
もしれない。しかし、サイズ変更するには金
型などコストのかかる変更が必要になる。ま
た、日本ではわざわざ 55 ㎝幅の中途半端な
商品を出す価値はない。その価値を日本にい
る開発部隊に納得させるために、徹底した
フィールド調査データが必要になるのであろ
う。
　現地市場と日本の開発部隊との間の空間的
距離、心理的距離をいかに縮めるかが、現地
化商品開発を成功させるための 1 つの鍵にな
る。パナソニックの生活研究センターは、開
発組織は動かさずに解決する 1 つの方法であ
る。この問題に対するもう 1 つのアプローチ
は、開発組織の現地化であろう。インドのエ
アコン市場の日立がその成功例である。
　日立はインドのエアコン会社と合弁を設立
してインド事業を展開し、現在ではその会社
を子会社化している。もともとインド企業で
あったため、期せずして開発の現地化が実現
できた。そこではインド人エンジニアが、日
立の技術を吸収しながら、インド市場向け商
品を開発しているという。その成功商品に自
動検知機能付き送風エアコンがある。
　インドや ASEAN 諸国では日本と異なり、
エアコンの冷風が直接感じられなければ、
人々はエアコンで冷やされている気がしない
という。そこで、インド人エンジニアの発案
で、人間の動きを感知するセンサーを付け、
人間のいる方向に集中して送風するエアコン
を市場投入したところ、好評であったという。
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このような日本では見られないニーズは、他
の家電製品でもある。例えばインドではいま
だに停電が多いので、洗濯機を動かしている
最中に停電で止まることが多い。通常の洗濯
機が停電で止まると、どこまで洗濯が進んだ
状態で停止したのかわからない。そこで洗濯
機にメモリを付けて、停電した瞬間の洗濯機
の状態を記憶させ、停電から回復して洗濯を
再開した時に、自動的に続きから始まるよう
にした。
　また、ある日系メーカーは白物家電製品の
ASEAN 市場開拓のために、タイにタイ人エ
ンジニアからなる設計チームを作った。この
会 社 は、 従 来 は 日 本 の 低 価 格 モ デ ル を
ASEAN 市場に投入していたが、売上げも利
益も伸びなかった。そこで、日本の高機能モ
デルを投入する製品戦略の転換を行なった。
しかし、日本で開発した高機能モデルでは価
格が高すぎる。ASEAN 市場向けに低価格の
高機能モデルを設計した。基本機能はそのま
まにして、材料、部品、その他の細かな機能
を見直して、現地市場では重視しない部分の
コストを削っているという。この見切りが日
本人エンジニアでは難しい。現地事情をよく
知ったタイ人エンジニアならでは可能にな
る。その結果、この企業の ASEAN 事業は
急速に収益構造を改善しているという。

むすび

　現在、深刻な経済危機を打開する鍵として
「イノベーション待望論」のような空気が蔓
延しつつあるようだ。閉塞状態の中から抜け
出すには、画期的なイノベーションで一発大
逆転を狙おうという発想は危険である。これ
は、新興国市場に対しても、技術とイノベー
ションで勝負すれば良いという考え方にもつ
ながる。新しい市場を開拓するときに、技術
力だけでは決して成功しない。
　もう一方で、新興国市場は所得レベルが低
いから、とにかく価格を安くすれば良いとい
う発想も危険である。価格低下は、市場開拓
の第一歩としては重要だが、価格を下げるこ
と自体が重要なのではない。その国の消費者

が、何に対してどのくらいの価格を受容でき
るかが重要である。価格を下げることを目的
にして、その市場を理解しようとしなければ、
やはり、長期の成功にはつながらないであろ
う。
　新しいからこそ、その市場をよく理解する
ことが重要である。その上で、技術、製造、
販売を統一したビジネスモデルでつなげてい
くことが求められる。日本企業のものづくり
能力を基盤にしながらも、市場からのマーケ
ティング発想を起点にして新興国ビジネスの
再構築をはかり、大きな市場獲得につなげら
れることを期待したい。
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